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 特集１   「人・農地関連法」の見直しと農業委員会組織の課題

「人・農地関連法」が５月20日、国会で可決・成立しました。「農業経営基盤強化
促進法等の一部を改正する法律案」と「農山漁村の活性化のための定住等及び地域
間交流の促進に関する法律の一部を改正する法律案」の大きく２つの法律案からな
ります。これにより、平成24年（2012年）から地域の農地利用の将来像を地域の話
し合いによって明らかにしてきた「人・農地プラン」は、農業経営基盤強化促進法
に「地域計画」として法定化されました。
「地域計画」は、市町村が人口減少、農業就業人口の高齢化と減少に直面する中
で、これまでの担い手（効率的かつ安定的な農業経営）だけではなく「農業を担う者」
を新たに法律に位置付け、農業に従事する幅広い者による農地1筆ごとの将来の利
用者を特定した「目標地図」を柱とする計画を定めるものです。今後は、全国全て
の市町村で農地の集積・集約、農地の維持に向け、将来像を具体化することになり
ます。その際、農業委員会は「目標地図」の素案を作成し、「地域計画」の実現に向
け農地の利用関係の調整に取り組むことへの期待が高まっています。

◦改正法施行、令和５年４月１日を想定
「人・農地プラン」は平成24年（2012年）から、集落や地域における農業者の徹底
した話し合いを通じて、今後の中心となる経営体（いわゆる「中心経営体」）とその
経営体への農地の集積方法や地域農業のあり方等を定めるものとして、農業委員会
も大いに取り組んできました。
政府は平成25年（2013年）に農地中間管理機構の制度化を目指す「農地中間管理事

業の推進に関する法律案」の中で「人・農地プラン」を法律に位置付けることを検
討しましたが、規制改革会議（当時）が「人・農地プラン」により地域内で担い手が
決まり、地域外からの農業参入が阻害されることへの懸念等から法律に盛り込むこ
とは「適当でない」との考えを示し、政府案には盛り込まれませんでした。
しかし、国会における法案審議の中で与野党から「人・農地プラン」と農地中間

管理機構との連動及び「人・農地プラン」の法制化の必要性の指摘があり、与野党
協議の結果を踏まえ、市町村は「人・農地プラン」を念頭に置いた協議の場を設け
ることに修正がなされました。これにより農業委員会は「協議の場」≒「人・農地
プラン」に主導的な役割を期待されるようになりましたが、法律上の農業委員会の

１  法律改正の経緯

位置づけは不明確でした。
そして、令和元年（2019年）の農地中間管理事業法等の改正において「地域にお

ける農業者等による協議の場の実質化」（いわゆる「人・農地プランの実質化」）が図
られ、農業委員会は協議の円滑な実施のための協力を行うことが明記されました。
政府は令和２年（2020年）12月に「農林水産業・地域の活力創造プラン」（以下「活

力創造プラン」）を改訂。人口減少等に対応して農業経営を行う人の確保と農地の
適切な利用の促進、農山漁村での所得と雇用機会の確保等について検討し、令和３
年（2021年）６月までに取りまとめることとされました。
農林水産省は、活力創造プランに基づき令和３年（2021年）５月、「人・農地など

関連施策の見直しについて（取りまとめ）」を公表。その後さらに検討を深め、同年
12月、５月の取りまとめに施策の対応方向を加えて「人・農地など関連施策の見直
しについて」として取りまとめ、公表しました。そこで、人・農地プランの法定化
や農地中間管理機構の運用の抜本的な見直しなどが明らかにされました。
このような経緯を経て、政府は令和４年（2022年）３月８日、第208回国会に上記

２つの改正法案を衆議院に提出。国会での審議を経て５月20日に参議院で可決・
成立し、５月27日に公布されました。施行は公布から１年以内とされ、令和５年

（2023年）４月１日と想定されています。

法律等の略称について

正式名称 本書の略称

農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律案

人・農地関連法農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律の一部を改正
する法律案

農業経営基盤強化促進法 基盤法

農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進法 活性化法

農地中間管理事業の推進に関する法律 機構法

「人・農地関連法」の見直しと「人・農地関連法」の見直しと
農業委員会組織の課題農業委員会組織の課題
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農業委員会の活動事例

５年後の利用意向を調査、地図に反映
栃木県上三川町農業委員会／農業委員14人・農地利用最適化推進委員９人

農地所有者に５年後の利用意向を調査。調査結果を反映した地図を元
に話し合いを進め、集約化の方針決定

栃木県上三川町農業委員会（石濱文伯会長）は、2017年７月の新体制移行以来、農業
委員14人、農地利用最適化推進委員９人で早くから農地利用の最適化に向けた活動を進
めてきた。18年には農業委員会が主体となり、町内に農地を所有する人を対象に５年後

の農地の利用意向調査を実施。未回答者には農業委員・推進委員が戸別訪問し、調査票
の回収に努めた。
その後、農業委員の話し合いを進め、営農形態などで町内を13地区に区分。あわせて
活動体制を整備し、町農政課と協力して人・農地プラン策定に向けた活動を開始した。
町農政課では、区分した地区ごとに人・農地プラン策定の話し合いを行うため、アン
ケート結果をもとに経営を拡大したい農業者（担い手）と縮小したい農業者の耕作状況

を反映した地図を作製した。
地区の会合には農業委員と推進委員が参加を呼びかけた。推進委員の進行のもと、作
製された地図を見ながら地域の農業者が話し合い、地域の課題を明らかにした上で集約

化に向けた方針を決定。新型コロナウイルス感染症の影響で話し合いができない地区は
書面などにより農業者の意向をとりまとめ、プラン策定を進めた。

（全国農業新聞2021年６月４日号７面より）

１  人・農地プランの実質化・実行（４事例）

ポイント

地域の委員と連携し、地図を作製 地区ごとの話し合い

中間管理事業で圃場整備、新規参入を実現
埼玉県坂戸市農業委員会／農業委員11人・農地利用最適化推進委員９人

推進委員主導で人・農地プラン作成、農地中間管理事業・圃場整備事
業を推進。地域外の企業・農業法人が参入し、農地集積に成果

埼玉県坂戸市浅羽地区は、都心から45km圏にある20ha超の農地が広がる都市近郊型
農業地域。この地区を担当する農地利用最適化推進委員の鹿ノ戸健次さん（70）は、行
政や地域の農業者と連携し、人・農地プランの作成と併せて農地中間管理事業と圃場整

備事業の推進を通じて地域外からの新規参入を呼び込み、農地集積に成果を上げ始めて
いる。
浅羽地区の農地は昭和40年代に実施した基盤整備による10a区画で、区画の拡大や担
い手の確保が地域の課題となっていた。
2015年８月に開かれた県、農地中間管理機構、農業会議などによる農地中間管理事業
推進大会に出席した鹿ノ戸さんは、「畦畔除去による区画拡大など簡易な基盤整備を行
い、担い手にまとまりのある形で農地を貸し付ける方法がある。費用は全て国、県、市

町村の負担で整備してもらえる」との説明を聞いた。
鹿ノ戸さんは早速、その翌日に市農業振興課を訪れて浅羽地区の現状を説明。同地区
でも同じような基盤整備ができないか相談した。鹿ノ戸さんの熱い思いを受け、まずは

地域をよく知る浅羽水利組合の三役や組合長経験者らと農業委員会・農業振興課職員の

有志からなる勉強会を始めることにした。
勉強会で農地中間管理事業や基盤整備事業について十分理解した後、同組合の「土地
利用検討委員会」の協力を得て、組合員88人を対象とした農地中間管理事業の説明会を
実施。鹿ノ戸さんも地権者を戸別訪問して事業の説明を行った。
あわせてアンケート調査も実施し、浅羽地区の人・農地プランが作成された。プラ
ンでは、地域農業を維持するため、新たな担い手として企業参入を進める方針が決定

された。
新たな担い手として企業を呼び込むには圃場の区画拡大などの課題があった。このた
め、鹿ノ戸さんは土地利用検討委員会の協力を得ながら、地権者に区画拡大や用排水

路・道路整備など再圃場整備事業に向けてアンケートを実施。９割以上の地権者から事
業実施の賛同が得られた。その後「埼玉型ほ場整備事業浅羽地区推進協議会」が設立さ
れ、事業実施に向けた現地調査が行われている。
鹿ノ戸さんと市の地道な努力が実を結び、19年９月に地域外の企業が農業参入に名乗

ポイント
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